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免責事項および注意事項

 本資料に記載された将来情報などは資料作成時点での当社の認識、意見、判断又は予測であ
り、その実現を保証するものではありません。様々な要因により実際の業績や結果とは大きく異な
る可能性があることをご承知おき下さい。

 説明会および本資料は、当社をご理解いただくための情報提供を目的としたものであり、当社又
は子会社が発行する有価証券への投資を勧誘するものではありません。

 セグメント収益は、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ営業収益を表示しておりま
す。

 業績予想以外の円換算の為替レートは、以下の2021年12月末レートで換算しております。
1 シンガポールドル：85.15円 1インドネシアルピア：0.0081円 1モンゴルトゥグルグ：0.0404円
1韓国ウォン：0.0973円 1USドル：115.02円

 JTキャピタルは非継続事業として、JT貯蓄銀行は継続事業として分類しております。

● Nexus Bank株式会社（以下、「NB」といいます。）との株式交換の効力発生日は、2022
年4月1日の予定です。2022年12月期の業績予想にはこの予定が織り込まれております。
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今回の説明要旨

営業収益・営業利益は概ね計画どおりに着地

当期利益はNB株価の影響を受けるも、今期以降は影響なし

BJIの事業の中身が着実に改善し、確実に損益分岐点に近づく

営業黒字、成長フェイズに転換したことを踏まえ今期末配当予想を10円に大幅増配
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グループに加わる予定の金融事業会社

韓国及びモンゴル金融事業

（4月予定）

日本金融事業

（4月予定）
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1. 2021年12月期 連結決算概要
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FY12/2021
実績

FY12/2021
通期計画

差額

営業収益 423億円 421億円 2億円

営業利益 52億円 55億円 -3億円

税引前利益 58億円 82億円 -24億円

親会社の所有者に
帰属する当期利益

11億円 20億円 -9億円

営業収益と営業利益は、概ね計画どおり

他方でNexus Bank の株式売却益が計画を下回ったことに加え、評価損が発生したことか

ら税引前利益と親会社の所有者に帰属する当期利益は計画を下回って着地

2021年12月期 連結業績（計画比）

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
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税引前利益における通期計画と通期実績の差額に関する要因分析

通期税引前利益を82億円と計画していたものの、58億円で着地

現HSホールディングスの株式評価益を17億円計上したものの、NB株式売却益が計画を

19億円下回ったことに加えて、NB株式評価損を24億円計上（計画では評価損益ゼロ）

したことが税引前利益が計画を下回った要因
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FY12/2020 FY12/2021
差額
（※）

営業収益 393億円 423億円 30億円

営業利益 -24億円 52億円 76億円

税引前利益 -6億円 58億円 64億円

親会社の所有者に
帰属する当期利益

-53億円 11億円 64億円

 2021年12月期の営業利益以下の利益項目は前期比で大幅な増益

連結決算概要

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
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セグメント別営業収益

FY12/2020 FY12/2021
差額

（※1）

日本金融事業 100億円 97億円 -3億円

韓国及び
モンゴル金融事業

123億円 148億円 25億円

東南アジア金融事業 159億円 167億円 8億円

投資事業 9億円 6億円 -3億円

その他 6億円 8億円 2億円

連結営業収益（※2） 393億円 423億円 30億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
（※2）連結営業収益は連結調整後の数値となります。

韓国及びモンゴル金融事業が前期比で25億円の増収
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セグメント別営業損益

FY12/2020 FY12/2021
差額

（※1）

日本金融事業 48億円 45億円 -3億円

韓国及び
モンゴル金融事業

20億円 32億円 12億円

東南アジア金融事業 -55億円 -63億円 -8億円

投資事業 -16億円 54億円 70億円

その他 -3億円 4億円 7億円

連結営業損益（※2） -24億円 52億円 76億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
（※2）連結営業損益は連結調整後の数値となります。

韓国及びモンゴル金融事業と投資事業が増益に大きく貢献
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2. 2021年12月期 セグメント別業績と取り組み

2－１．日本金融事業
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日本金融事業の営業収益と営業利益

48 45

FY12/2020 FY12/2021

100 97

FY12/2020 FY12/2021

営業収益

単位：億円

営業利益

保証事業は安定した利益基盤であり、サービサー事業が好調という構図が継続
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日本金融事業の保証残高の推移
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保証期間の長いアパートローンの占める割合が大きいこともあり、保証残高は安定推移

 2022年末保証残高2,200億円達成に向け各種取り組みを強化
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中古アパートローン保証残高の推移

単位：億円
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 2020年11月に開始した中古アパートローンの保証残高は増加しており、2021年12月末

時点では44億円に到達、2022年末100億円目標に向け順調に推移
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取り組みと戦略

子会社日本ファンディング社とロボットシステム社が稼働

日本保証は子会社の日本ファンディング社を通じてIoTを標準搭載した賃貸物件（ROBOT

HOUSE）を独自のスキームで提供するほか、子会社のロボットシステム社が開発した不動

産クラウドファンディング専用システムを販売

日本保証はロボットハウスの購入者に対する金融機関のローンを保証することで保証残高を

積み増す戦略
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取り組みと戦略

ロボットハウス事業

 土地の仕入れから、アパートの建築、投資家の開拓、販売、ローン保証まで自前でワンス
トップで行うほか、日本保証が主導する他社との共同プロジェクトもあり、2022年末までに
年間100億円（100棟）のアパートローン保証残高を積み上げる体制を構築中

・2021年のうちに3棟、4.1億円の保証残高実績
・2022年1月末において2022年から2023年に竣工予定の金額は約36億円
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取り組みと戦略

不動産クラウドファンディングシステムの販売事業
 クラウドファンディングで過去に1,500億円以上集めた実績のあるシステムをベースに、昨年、

不動産クラウドファンディング専用に改良したシステムを開発
・2022年のシステム受注は100社、5億円の売上を目指す
⇒1月末で43社から申し込みあり、今後は大手電鉄系不動産会社と提携する予定

・日本保証は投資家のリスクを軽減するため、募集物件に対する不動産買取保証を実施
 不動産クラウドファンディングシステムの販売対象は、不特免許取得企業（不特事業者

240社など）および不特免許取得申請企業（年間想定50社～100社）に加えて不特
免許取得検討企業（宅建業者12万件超）
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（トピックス）日本保証の2021年の主なニュース

クラウドファンディング保証取扱額50億円突破のお知らせ2021.12.17

マンションローン（医師限定）に対する保証取扱開始について2021.11.15

一般社団法人不動産特定共同事業者協議会 加入のお知らせ2021.10.01

株式会社イーダブルジーとの買取保証提携について2021.07.07

京阪電鉄不動産株式会社との業務提携締結について2021.12.06

東京スター銀行と不動産クラウドファンディング専用システム「ROBOT クラウド」
の顧客紹介に関する業務提携開始

2021.11.02

ONE DROP INVESTMENT 株式会社との買取保証提携について2021.07.16

日本保証と三井不動産リアルティが顧客の世界規模の資産形成を行うための一環と
してプレビルド（竣工前）でもご利用可能な新たなサービスを開始いたしました

2021.04.05
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7,852 

1,266
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2021/

03 06 09 12

請求債権残高は買取債権および回収受託債権を含む

単位：億円

約9,100億円

日本保証が保有する

簿外債権残高

（請求可能債権）

パルティールにて取扱う

請求債権残高

パルティールにて取扱う債権については、債権の回収が好調であったほか、戦略的に12月

に債権の売却を実施したことから、足元の請求債権残高は減少

日本保証が保有する簿外債権は回収が計画を上回っていることもあり、残高は若干減少

サービサー事業における請求債権残高
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2. 2021年12月期 セグメント別業績と取り組み

2－２．韓国及びモンゴル金融事業
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（※）数値は現地通貨に2021年12月末レートを乗じ表示

（※）残高は現地会計基準

単位：億円

JT貯蓄銀行の貸出資産ポートフォリオと90日以上延滞債権比率の推移

貸出残高は消費者以外無担保と消費者以外有担保が足元で増加

 90日以上延滞債権比率は引き続き3%前後で安定推移
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取り組みと戦略

貯蓄銀行2行体制に戻し利益拡大へ

 JT貯蓄銀行の株式譲渡は中止
・ちなみにJT貯蓄銀行の2021年12月期の営業収益は142億円、営業利益
は37億円

 当社株式とNB株式の株式交換により、2022年4月以降はJT親愛貯蓄銀
行が当社グループに戻る予定

・なお、JT親愛貯蓄銀行はJT貯蓄銀行より総資産や貸出残高においてランキ
ング上位の貯蓄銀行
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（トピックス）韓国における貯蓄銀行のランキング

 JT貯蓄銀行とJT親愛貯蓄銀行を合計すると、総資産および貸出金で韓国の貯蓄
銀行79行のうち7位（2021年9月現在）

（2021年9月現在）

資産 (単位:億ウォン) 貸出金 (単位:億ウォン)

順位 貯蓄銀行名 2021年9月 順位 貯蓄銀行名 2021年09月

1 SBI 129,749 1 SBI 106,211 

2 OK 117,851 2 OK 92,397 

3 韓国投資 60,772 3 韓国投資 52,051 

4 ウェルカム 60,032 4 ウェルカム 47,111 

5 ペッパー 54,666 5 ペッパー 46,114 

6 エキュオン 49,130 6 エキュオン 44,671 

7 ユジン 35,568 7 ユジン 31,598 

～ ～ ～ ～ ～ ～

13 JT親愛 24,038 13 JT親愛 20,584 

～ ～ ～ ～ ～ ～

18 JT 17,875 18 JT 14,997 

～ ～ ～ ～ ～ ～

79 デウォン 79 79 デウォン 1 

JT親愛貯蓄

JT貯蓄 +
JT親愛貯蓄

JT貯蓄 +
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（トピックス）JT貯蓄銀行の主なニュース

JT貯蓄銀行が、韓国の総合日刊紙アジアトゥデイが主催する2021アジア

トゥデイ金融大賞における貯蓄銀行部門顧客満足最優秀賞を受賞
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2. 2021年12月期 セグメント別業績と取り組み

2－３．東南アジア金融事業

以下のページでは、社名を省略して記載しています。

・Ｊトラスト銀行インドネシア（BJI）

・Ｊトラストオリンピンドマルチファイナンス（JTO）

・Ｊトラストインベストメンツインドネシア（JTII）

・ ターンアラウンドアセットインドネシア（TAID）

・Ｊトラストロイヤル銀行（JTRB）



27

営業収益

単位：億円

営業損益

159
167

FY12/2020 FY12/2021

-55 

-63 
FY12/2020 FY12/2021

 営業収益は銀行業における貸出金の増加に伴って利息収益が増加したことから増収も

営業損益は8億円の減益

東南アジア金融事業の営業収益と営業損益

単位：億円
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東南アジア金融事業の営業損失
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-46億円
（参考値）

JTOについて事業計画の見直しに基づいた約7億円ののれんの減損処理他を期末に実施

これらを除くと前期比で約9億円の改善となりほぼ計画どおり

JTOの
のれんの減損等
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JTRB
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COFは依然として低位安定推移

預金残高は12月期末にあわせ戦略的にコントロール
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31
（※）数値は現地通貨（USドル）に2021年12月末レートを乗じて表示

JTRBの貸出残高と90日以上延滞債権比率の推移

法人向けの貸出が好調で貸出残高は拡大傾向が持続

90日以上延滞債権比率は引き続き低位安定
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取り組みと戦略

JTRB

 業容(預金、貸出金)拡大方針の維持による安定収益の確保
 Cost of fundsを意識した金利の設定と管理、低金利預金の獲得強化
 新規顧客層の開拓強化
 大企業との取引拡大
 富裕層向け商品や各種普通預金商品のラインアップの充実
 モバイルアプリ、ネットバンキングのサービス拡充
 システム資産の購入と人員の受け入れを行ったことから、新たな開発、機能追

加、カスタマイズ等にスピード感と自由度を持って対応
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（トピックス）JTRBがセンソック支店とチバーアンポフ支店をソフトオープン

 2021年5月にはプノンペン北部のセンソック地区に、同年11月には経済活動が

盛んな国道一号線のチバーアンポフ地区に支店をソフトオープン

・2022年1月に両支店ともグランドオープン

センソック支店（センソックは戸建や商業施設の開発が盛んな地区）
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インドネシア事業
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 預金残高は2020年6月を底に増加傾向が持続

 大口の高金利預金から小口の低金利預金への誘導策が奏功し、COFは過去最低水準で推移

（※）数値は現地通貨に2021年12月末レートを乗じて表示
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BJI 進出直後と現在のCost of Fundsの比較

 COFはインドネシア進出直後の9.30%から足元では4.74%まで低下
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BJI 新規預金口座獲得件数の推移

大口預金に頼らず低利な小口預金の獲得に注力する戦略を継続

・2021年1年間の新規預金口座獲得件数の合計は18,896件と前年比で倍増
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BJI 貸出残高とNPL比率

貸出残高はコロナの影響を受けつつも2020年12月比で36％の増加

コロナ第2波のロックダウン解除により、債権回収による不良債権金額の圧縮に加え、全体貸
出残高の増加もありNPL比率は足元で低下

※数値は現地通貨に12月末レートを乗じて表示

ネットNPL 
2.33％

●
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Jトラスト銀行インドネシアの営業損失
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2020/12

実績

-50億円

2021/12

計画

-34億円

2021/12

実績

-38億円

貸倒引当金
10億円

-27億円
（参考値）

BJIの2021年12月期営業損失は34億円と計画していたものの38億円で着地

・ただし、自行では回収しているものの、他行あてに支払いが滞ったグループ外マルチファイナン

ス会社向け貸出に対し保守的に積んだ貸倒引当金(2018年以前の貸出実行分)10億

円を除けば27億円と計画を上回る改善となったことに留意
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2020/

01

03 06 09 12 2021/

1

03 06 09 12

旧体制で積み上げた

ローン残高

新体制で積み上げた

ローン残高

新体制で積み上げたローンの
NPL Grossは2021年12月時点で

“0.02％”

旧体制で積み上げたローンの
NPL Grossは2021年12月時点で

“14.98％”

 2020年1月以降の新体制においてリスクマネジメントを強化

・新体制で積み上げたローンのNPL比率(Gross)は2021年12月時点で0.02％

・新体制による貸出残高は全体の74.08%(約600億円:7.4兆ルピア)まで拡大

2020年1月以降の新体制で積み上げたローン残高とNPL比率

12月末債権残高：10兆ルピア=811億円
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（トピックス）BJIによる業務提携

 BJIはインドネシア初となる期間30年の住宅ローンを発売

インドネシア国内各地に事業展開している飯田グループ各社との業務提携を順次締結し、足
元では合計3社と提携済

 PT Asuransi Jiwa Sequis Financial（注）と近い将来の生命保険・医療保険の

販売を視野に入れた包括的業務提携契約を締結

（注）インドネシアの財閥グループであるGSKグループと日本生命保険相互会社の合弁であるPT Asuransi Jiwa Sequis Lifeの100%子会社

（飯田G開発のIONE BALI レジデンス） （ PT Asuransi Jiwa Sequis Financialとの調印式の様子）
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引き続きコロナ禍の影響を考慮し、戦略的に貸付を抑制していることから、貸付残高は減少

NPL金額は低位で推移も、分母の貸付残高が大幅に減少しNPL比率は上昇

JTOの貸付残高およびNPL比率の推移

(※) 数値は現地通貨に12月末レートを乗じて表示
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不良債権買取回収事業（JTII）

単位：億円
単位： 億円
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回収金額(右軸）

JTIIの請求残高と回収金額の推移

新型コロナ感染拡大の悪影響を大きく受けているが、10月～12月は感染状況に落ち着きが
見られたこともあり、回収金額が1,004億ルピア（8億円強）と7月～9月比57%増加

・2021年の四半期毎の回収金額は、期を追う毎に増加

※数値は現地通貨に12月末レートを乗じて表示
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取り組みと戦略

TAID

 韓国で知名度の高いTAAの子会社として韓国系金融機関をターゲットとして設立、実質的な事業開始は2021
年3月

 債権買取と債権回収受託の２本立でスタート、両事業共に順調に進捗しており、今後更なる成長を見込む
 現在は韓国系金融機関からの債権買取、回収受託をしているが、今後、JTIIはこれまで培った経験を生かした

不動産担保ローン、TAIDは韓国での経験を生かした無担保ローンとにすみ分けて債権買取を行っていく予定
 韓国・日本で培った個人向け無担保債権の回収ノウハウを活かすべく、個人向け少額債権をターゲット

＜債権買取業務＞
 残高ベース合計で26.5億円（3,279億ルピア）買取実施済み
 今月にClosingの債権10.3億円（1,280億ルピア）が追加予定、その他DD案件複数進行中
 インドネシアにおける債権買取は未成熟市場のため、債権買取案件は今後更に需要が高まる見込み

＜債権回収業務の受託＞
 2021年7月よりフィンテック大手企業との債権回収受託契約を締結

回収実績を評価され、当初の受託件数より3倍弱まで拡大（月16,000件⇒月46,000件）
 2022年1月より韓国系金融機関との債権回収受託契約を締結

（参考）債権回収業務受託は、回収金額の一定割合を受領するビジネスであり、債権買取とは違ってキャッシュを必要としないことが大きな特長
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2. 2021年12月期 セグメント別業績と取り組み

2－４．投資事業
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営業収益

単位：億円

営業損益

GL関連の勝訴判決に係る受領額7,847百万円をその他の収益に計上

 2021年8月には、上記判決に含まれていなかった124百万ドルに係る損害の回復を求める訴

訟を提起

-16
FY12/2020 FY12/2021

54

9
6

FY12/2020 FY12/2021

単位：億円
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3. 2022年12月期 連結業績予想と株主還元
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FY12/2021 FY12/2022予想
差額
（※）

営業収益 423億円 713億円 290億円

営業利益 52億円 48億円 -4億円

税引前利益 58億円 46億円 -12億円

親会社の所有者に
帰属する当期利益

11億円 14億円 3億円

営業収益は前年比69％の大幅増収

 2022年12月期は金融事業において安定的な収益・利益基盤を再構築

2022年12月期連結業績予想

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
（※）Nexus Bankとの株式交換につきましては、国際財務報告基準(IFRS)第３号 企業結合により、取得法にて会計処理を行う予定です。これにより連結財務諸表上、のれん（又は

負ののれん）が発生する見込みですが、発生するのれん（又は負ののれん）の金額については、現段階で確定していないため、上記予想には含めておりません。
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49

2021年12月期の営業実態と2022年予想

通期営業利益は52億円で着地したものの、投資事業利益や一過性等の要因を除いた金

融事業のベース利益（参考値）は12億円

 2021年ベース利益と比較した場合、2022年の営業利益は36億円の増益予想
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2022年12月期セグメント別営業収益予想

FY12/2021 FY12/2022予想
差異

（※1）

日本金融事業 97億円 86億円 -11億円

韓国及び
モンゴル金融事業

148億円 349億円 201億円

東南アジア金融事業 167億円 239億円 72億円

投資事業 6億円 2億円 -4億円

その他 8億円 39億円 31億円

連結営業収益（※2） 423億円 713億円 290億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
（※2）連結営業収益は連結調整後の数値となります。

韓国及びモンゴル金融事業ではJT親愛貯蓄銀行が4月にグループに戻り収益力が強化

その他事業では、日本ファンディングにおいて不動産事業が稼働
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2022年12月期セグメント別営業損益予想

FY12/2021 FY12/2022予想
差異

（※1）

日本金融事業 45億円 35億円 -10億円

韓国及び
モンゴル金融事業

32億円 63億円 31億円

東南アジア金融事業 -63億円 -21億円 42億円

投資事業 54億円 -14億円 -68億円

その他 4億円 0億円 -4億円

連結営業損益（※2） 52億円 48億円 -4億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しております。
（※2）連結営業損益は連結調整後の数値となります。

日本金融事業は安定した利益創出が継続

韓国及びモンゴル金融事業はJT親愛貯蓄銀行が戻り利益基盤が一層強化

東南アジア金融事業は赤字幅縮小

投資事業は回収を実現できれば利益として計上
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長期的な営業損益の推移と予想
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営業損益の推移と予想

（注）2019年3月は非継続事業のハイライツ・エンタテインメントを除く
2019年12月期は非継続事業のキーノート、Jトラストカード、JT親愛貯蓄銀行、JT貯蓄銀行、キーホルダー（子会社を含む）を除く。
また、オルファスの株式交換に係る暫定的な会計処理の確定による遡及計算を反映。9か月決算。
2020年12月期および2021年12月期はJTキャピタルを除く一方で、JT貯蓄銀行を継続事業として取り扱い

 2021年12月期黒字化を実現し、2022年以降新たな成長フェーズに
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営業収益・営業利益・親会社の所有者に帰属する当期利益の予想

2022/
12

2023/
12

2024/
12

営業利益の予想

48

123

177

（※）Nexus Bankとの株式交換につきましては、国際財務報告基準(IFRS)第３号 企業結合により、取得法にて会計処理を行う予定です。これにより連結財務諸表上、のれん（又は
負ののれん）が発生する見込みですが、発生するのれん（又は負ののれん）の金額については、現段階で確定していないため、上記予想には含めておりません。

 2022年12月期以降は事業が順調に成長し、営業収益は大きく増収、その後も持続的な成長へ

 事業再編が進み、東南アジア金融事業が黒字化する等し2023年以降は営業利益率は飛躍的に改善

 2021年12月期以降、すでに開示している一部の案件を含めM&Aによるプラス要因等は未反映
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単位：億円
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1株当たり配当金の推移と予想
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1株当たり配当金の推移と予想

中間 期末

（※）2012年6月の株式分割を考慮した遡及調整後。2016年3月は記念配当2円を含む。

単位：円

 2022年以降の黒字拡大に合わせ2022年12月末の配当予想を10円に




